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１ 感染症の拡大防止のための職場環境整備
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○ 職場における基本的な対策の実施状況については，厚生
労働省が公表している「職場における新型コロナウイルス感
染症の拡大を防止するためのチェックリスト」を活用して確認
することができます。

○ すべての項目で「はい」となるよう職場環境を整えるよう
取組むとともに，10の言語に対応していますので，自社の
取組みの外国人労働者への説明に活用してください。

厚生労働省
「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する
ためのチェックリスト」

日本語
https://www.mhlw.go.jp/content/000680008.pdf

多言語版は以下のURLからダウンロードができます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page11_00001.html



１ 感染症の拡大防止のための職場環境整備
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○ 技能実習生等の共同生活における留意点としては，外国人
技能実習機構が日本旅館協会が公表している「宿泊施設に
おける新型コロナウイルス対応ガイドライン』を参考資料として
あげています。

日本旅館協会
「宿泊施設における新型コロナウイルス対応ガイドライン」
http://www.ryokan.or.jp/top/news/detail/298

○ また，文部科学省が『学校における新型コロナウイルス
感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活
様式」～』の中で「寮や寄宿舎における感染症対策」を取り
上げていますので，参考としてください。

文部科学省
『学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理
マニュアル～「学校の新しい生活様式」～』
※寮や寄宿舎における感染症対策は67ページ
https://www.mext.go.jp/content/20201203-mxt_kouhou01-000004520_01.pdf



１ 感染症の拡大防止のための職場環境整備
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○ イラストとひらがなで描かれた説明書を，手洗い場などの
対策を行う場所の近くに貼るといった対応や，対策法の
重要な部分だけでも母国語にしたポスターを作成することも
理解が進むことが期待できます。

○ 寮など共同生活での注意点に関しては，母国語に翻訳
して伝えた上で，寮の中に掲示するなどして，外国人労働
者が繰り返し確認できるようにすることが，集団感染を防ぐ
注意喚起のために特に意義があると考えられます。



○ 感染症の予防のため，全般的に注意すべきことについては
外国人技能実習機構のウェブページに「新型コロナウイルス
感染症の予防のため，注意すること」としてまとめられていま
す。

○ 実習生に限らず外国人労働者に対して活用できると思われ
ます。

外国人技能実習機構
「新型コロナウイルス感染症の予防のため，注意すること」
日本語
https://www.otit.go.jp/files/user/docs/200904-12.pdf

多言語版は以下のURLからダウンロードができます
https://www.otit.go.jp/CoV2_jissyu_kansen/

○ また，出入国在留管理庁が，新型コロナウイルス感染症の
クラスターの発生を抑えるための注意喚起の資料『感染リスク
が高まる「５つの場面」』のやさしい日本語版を公表しています
ので，こちらの活用も考えられます。

出入国在留管理庁
『新しいコロナウイルスの病気になりやすい「５つのとき」』
http://www.moj.go.jp/isa/content/930006297.pdf

この資料の他，厚生労働省ホームページ等に掲載されている
感染症対策等の情報のやさしい日本語，多言語版は以下の
URLからダウンロードできます。
http://www.moj.go.jp/isa/support/portal/information_covid19.html

２ 感染症予防策の伝達



２ 感染症予防策の伝達
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○ 広島県では「新型コロナウイルス感染症まとめサイト」に
おいて，外国人の方に向けて多言語による説明資料を公表
しておりますので，ご活用ください。

広島県「新型コロナウイルスまとめサイト」
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/2019-ncov

多言語による説明資料「外国人の方へ」
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/2019-ncov/#m05

○ NHK「WORLD RADIO」では，母国語で日本で起きている
ことや最新の新型コロナウイルス感染症の日本国内の状況
が確認できますので，外国人労働者へ紹介し，外国人労働
者自身も情報収集できるように促すことも効果的だと考え
ます。

NHK「WORLD RADIO」（日本で聴くには）
https://www3.nhk.or.jp/nhkworld/ja/radio/howto_listen_in_japan/



３ 感染した際（または感染した疑いがある場合）の対応
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○ 外国人労働者から普段と体調が違うという相談があった場合，
新型コロナウイルス感染症の初期症状があるか確認してください。

○ このような症状がある場合は，広島県の「新型コロナウイルス
感染症電話相談窓口」へ連絡する必要があります。

新型コロナウイルス感染症に係る相談・受診について
（電話相談窓口）
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/2019-ncov/#m01-03

○ 外国人労働者が，日本語で症状についての会話が十分に
できる場合等は，「新型コロナウイルス感染症電話相談窓口」へ
直接，連絡してください。

○ 外国人労働者が，日本語での体調の説明が難しい場合は，
ひろしま国際センターが，感染症電話相談窓口との相談で通訳の
お手伝いをします。

ひろしま国際センター外国人相談窓口
http://hiroshima-ic.or.jp/consult-jap.html

その後の対応については，相談窓口の指示に従ってください。



４ 新型コロナウイルス感染症に関する支援制度
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○ 新型コロナウイルス感染症の影響によるものに限りませんが，
経済上の理由により事業活動の縮小を余議なくされた事業者
の皆さんが，一時的な休業等により雇用を維持する場合，
雇用調整助成金等を活用することができます。

○ 新型コロナウイルス感染症に伴う特例措置として，令和2年
4月1日から令和3年2月28日までの休業等については要件が
緩和されています。

厚生労働省
雇用調整助成金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html

○ また，全体の支援策をまとめたリーフレットを厚生労働省が
公表していますので，ご参照ください。

厚生労働省
「生活を支えるための支援のご案内」
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000622924.pdf



４ 新型コロナウイルス感染症に関する支援制度
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○ 新型コロナウイルス感染症に関する在留資格の支援制度
として次の特例措置が設けられています。

出入国在留管理庁
「本国等への帰国が困難な外国人に係る取扱い」
http://www.moj.go.jp/isa/content/930005847.pdf

http://www.moj.go.jp/isa/nyuukokukanri01_00155.html

出入国在留管理庁
「新型コロナウイルス感染症の感染拡大等を受けた
技能実習生の在留諸申請の取扱いについて」

http://www.moj.go.jp/isa/content/930005054.pdf

http://www.moj.go.jp/isa/nyuukokukanri01_00158.html

出入国在留管理庁
「新型コロナウイルス感染症の影響により実習が継続困難と
なった技能実習生等に対する雇用維持支援」

http://www.moj.go.jp/isa/content/001336423.pdf

http://www.moj.go.jp/isa/nyuukokukanri14_00008.html



５ 外国人労働者がコロナの影響等によりやむを得ず早期帰国する際の注意点
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○ 新型コロナウイルス感染症の影響などにより，特定技能
外国人や技能実習生がやむを得ず早期帰国するケースも
想定されます。

○ 急に帰国が決まった場合でも，慌てずに対応できるよう，
帰国の際に必要な手続きを予め認識しておくことが望ましい
と思われます。

○ 外国人材の雇用に関する主な届出へのリンク
出入国在留管理庁
「特定技能所属機関による受入れ困難に係る届出」
http://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/nyuukokukanri07_00190.html

出入国在留管理庁
「特定技能所属機関による特定技能雇用契約に係る届出」
http://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/nyuukokukanri07_00187.html

外国人技能実習機構
「技能実習実施困難時届出書」
https://www.otit.go.jp/youshiki/

厚生労働省
「外国人雇用状況の届出」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/todokede/ index.html

厚生労働省
「外国人雇用のルールについて」
https://www.mhlw.go.jp/content/000690022.pdf
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○ 年金に関しては，日本国籍を有しない方が，国民年金，
または厚生年金保険の被保険者資格を喪失し，日本を出国
した場合，日本に住所を有しなくなった日から2年以内に
脱退一時金を請求することができます。

日本年金機構
「脱退一時金の手続き」
https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/tetsuduki/sonota-kyufu/20140710.html

○ 母国語併記の請求用紙がありますので，これにより説明する
ことが望ましいです。

日本年金機構

「脱退一時金に関する手続きをおこなうとき」（母国語併記の請求用紙）
https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/todokesho/sonota-kyufu/20150406.html

○ フィリピンなど，日本と年金通算の協定を締結している
相手国の年金加入期間のある方は，一定の要件のもと年金
加入期間を通算して，日本及び協定相手国の年金を受け取る
ことができる場合があります。対象国や各国との協定内容は
日本年金機構のウェブページで確認できます。

「社会保障協定」
https://www.nenkin.go.jp/service/shaho-kyotei/20141125.html

５ 外国人労働者がコロナの影響等によりやむを得ず早期帰国する際の注意点


